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  １ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。 

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。 
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（注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。 

   ２ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

   ３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していな

い。     

  

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はない。また、主要な関係会社についても異動はない。   

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第153期 

第３四半期 
連結累計期間 

第154期 
第３四半期 

連結累計期間 
第153期 

会計期間 
自 平成24年４月１日 
至 平成24年12月31日 

自 平成25年４月１日 
至 平成25年12月31日 

自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日 

売上高 （千円）  13,084,490  14,854,617  17,287,581

経常利益 （千円）  818,320  1,691,132  1,010,107

四半期（当期）純利益 （千円）  441,665  550,759  568,138

四半期包括利益又は包括利益 （千円）  328,125  432,538  879,453

純資産額 （千円）  9,257,794  10,668,597  9,809,093

総資産額 （千円）  23,365,823  23,638,580  22,747,875

１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円）  18.93  23.60  24.35

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益金額 
（円）  －  －  －

自己資本比率 （％）  37.7  42.5  40.9

回次 
第153期 

第３四半期 
連結会計期間 

第154期 
第３四半期 
連結会計期間 

会計期間 
自 平成24年10月１日 
至 平成24年12月31日 

自 平成25年10月１日 
至 平成25年12月31日 

１株当たり四半期純利益金額 

又は１株当たり四半期純損失金額（△） 
（円）  8.90 △3.47 

２【事業の内容】
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 当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はない。 

  

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。  

  

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。  

  

(1）業績の状況 

  当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、金融緩和政策により円安・株高が進行、また各種経済対策の

効果もあり景気は緩やかな回復基調で推移いたしました。建築材料業界におきましては、住宅取得支援策及び消費

増税前の駆け込み需要等により住宅投資は増加傾向で推移、設備投資も企業業績回復を背景に一部持ち直しの動き

がみられるようになりました。 

 このような状況のなか、当第３四半期連結累計期間の売上高は148億54百万円（前年同期比13.5％増加）となり

ました。当社グループの単一の報告セグメントである建築材料関連事業の品種別売上高については、押出成形セメ

ント製品関連では、主力の押出成形セメント板「アスロック」は92億15百万円（前年同期比13.7％増加）、住宅用

軽量外壁材は20億69百万円（前年同期比43.9％増加）となり、押出成形セメント製品関連合計では112億84百万円

（前年同期比18.2％増加）に、耐火被覆等は10億７百万円（前年同期比12.0％増加）、スレート関連は８億16百万

円（前年同期比2.5％減少）となりました。 

 利益面については、主力である押出成形セメント製品が伸長したことに加え、生産性の向上、製造原価低減並び

に販売費及び一般管理費の削減に努めました結果、営業利益は16億68百万円（前年同期比94.2％増加）、経常利益

は16億91百万円（前年同期比106.7％増加）となりました。四半期純利益は、減損損失８億10百万円、投資有価証

券売却益53百万円を計上したこと等により、５億50百万円（前年同期比24.7％増加）となりました。   

  

(2）財政状態の分析 

 当第３四半期連結会計期間末における当社グループの流動資産の残高は、前連結会計年度末に比べ受取手形及び

売掛金が６億47百万円、未成工事支出金が４億83百万円、現金及び預金が１億40百万円増加したこと等から、94億

73百万円（前連結会計年度末と比較して13億95百万円増加）となりました。固定資産の残高は、前連結会計年度末

に比べ投資有価証券が３億86百万円増加したものの、主として減損損失の計上により有形固定資産が７億83百万円

減少したこと等から、141億64百万円（前連結会計年度末と比較して５億４百万円減少）となりました。この結

果、総資産は、前連結会計年度末に比べ８億90百万円増加し236億38百万円となりました。 

 当第３四半期連結会計期間末における流動負債の残高は、前連結会計年度末に比べ短期借入金が２億45百万円減

少したものの、支払手形及び買掛金が８億３百万円増加したこと等から、63億４百万円（前連結会計年度末と比較

して９億24百万円増加）となりました。固定負債の残高は、前連結会計年度末に比べ長期借入金が６億85百万円減

少したこと等から、66億65百万円（前連結会計年度末と比較して８億92百万円減少）となりました。この結果、負

債の合計額は、前連結会計年度末に比べ31百万円増加し129億69百万円となりました。 

 当第３四半期連結会計期間末における純資産の残高は、前連結会計年度末に比べ利益剰余金が９億79百万円増加

したこと等から、106億68百万円（前連結会計年度末と比較して８億59百万円増加）となりました。 

  

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(3）事業上及び財政上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財政上の対処すべき課題に重要な変更はあり

ません。 

 なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等

（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりです。  

         

（当社株券等の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）について）  

１．当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 

当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自由な取引を尊重し、特定の

者による当社株式の大規模買付行為であっても、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に

資するものである限り、これを一概に否定するものではありません。また、最終的には株式の大規模買付提案に応

じるかどうかは株主の皆様の決定に委ねられるべきだと考えています。 

 ただし、株式の大規模買付提案の中には、たとえばステークホルダーとの良好な関係を保ち続けることができな

い可能性があるなど、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を損なうおそれのあるもの、あるいは株主

の皆様が最終的な決定をされるために必要な情報が十分に提供されないものもありえます。 

 そのような提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から負託された者の責務として、株主の皆様のために、

必要な時間や情報の確保、株式の大規模買付提案者との交渉などを行う必要があると考えています。 
    

２．当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取り組み 

  当社の中長期的な経営基本戦略等当社の目標としております企業像は下記のとおりです。 

① 建設部材、システム分野での開発型企業を目指し、建築・住宅・土木の３市場での安定的な商品供給による強

固な経営基盤を持つ企業 

② 技術力を背景とした差別化(品質・納期・コストの絶対的優位性)を推進するオンリーワン企業 

③ 環境保全を主眼においた次世代の事業を模索し、人々にやすらぎと安心を提供し、社会への貢献を企業の発展

と考える企業 

これらを実現するため、「安全第一、法令遵守、人権尊重、環境保全」の基本原則を大前提に、当社の経営の２

本柱である中長期計画、ＮＮＰＳ（ノザワ・ニュー・プロダクション・システム）活動を着実に実行することによ

って、当社のもつ経営資源を有効に活用するとともに、様々なステークホルダーとの良好な関係を継続、発展さ

せ、当社及び当社グループ会社の企業価値及び株主共同の利益の向上に繋げられるものと考えております。 
    
 ３．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取

り組み 
  

当社は、平成20年６月27日開催の定時株主総会において、買収防衛策の導入根拠、手続き等を定めた定款変更議

案及び変更された定款に基づき当社株式等の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）（以下「本プランとい

います」）の導入について株主の皆様のご承認をいただき、また平成23年６月29日開催の定時株主総会において本

プランの継続についてご承認をいただき、現在に至っております。  

  

本プランは、当社株式に対する買付が行われた際、買付に応じるべきか否かを株主の皆様が判断し、あるいは当

社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために買付者と交渉を行うこ

と等を可能とするものであり、当社の企業価値・株主共同の利益を毀損する買付等を阻止し、当社の企業価値・株

主共同の利益を確保・向上させることを目的としております。  

本プランにおきましては、(i)当社が発行者である株式等について、保有者の株式等保有割合が20％以上となる

買付、または(ii)当社が発行者である株式等について、公開買付に係る株式等の株式等所有割合及びその特別関係

者の株式等所有割合の合計が20％以上となる公開買付またはこれらに類似する行為（以下「買付等」と総称しま

す。）を対象とします。 

当社の株式等について買付等が行われる場合、当該買付等に係る買付者等には、買付等の内容の検討に必要な情

報及び当該買付者等が買付等に際して本プランに定める手続きを遵守する旨の誓約文言等を記載した書面の提出を

求めます。その後、買付者等から提出された情報、当社取締役会からの意見や根拠資料、当該買付等に対する代替

案等が、経営陣から独立した者より構成される独立委員会に提供され、その評価、検討を経るものとします。独立

委員会は、必要に応じて、外部専門家等の助言を独自に得たうえ、買付内容の評価・検討、当社取締役会の提示し

た代替案の検討、株主に対する情報開示等を行います。 
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独立委員会は、買付者等が本プランに規定する手続きを遵守しなかった場合、または買付者等の買付等の内容の

検討、買付者等との協議・交渉の結果、当該買付等が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうおそ

れのある買付等である場合等、本プランに定める要件のいずれかに該当し、対抗措置を発動することが相当である

と判断した場合には、当社取締役会に対して、対抗措置を発動すべき旨、または株主の意思を確認すべき旨を勧告

します。当社取締役会は、この勧告または株主意思確認総会若しくは書面投票の決定に基づき、原則として新株予

約権の無償割当ての実施を決議し、別途定める割当期日における当社の最終の株主名簿に記録された当社以外の株

主に対し、その保有する当社株式１株につき新株予約権２個を上限として別途定める割合で、新株予約権を無償で

割当てます。 

この新株予約権は、１円以上で当社取締役会が無償割当ての決議において定める金額を払い込むことにより、１

株を上限として当社取締役会が無償割当ての決議において定める当社普通株式を取得することができるものです

が、買付者等による権利行使が認められないという行使条件が付されています。また、当社が買付者等以外の者か

ら当社株式と引換えに新株予約権を取得することができるものとします。 

当社取締役会は、上記取締役会決議を行った場合速やかに、当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断す

る事項について、情報開示を行います。 

本プランの有効期間は、平成26年６月開催予定の定時株主総会終結の時までです。ただし、かかる有効期間の満

了前であっても、当社の株主総会において本プランの変更または廃止の決議がなされた場合には、本プランは当該

決議に従い、その時点で変更または廃止されるものとします。また、当社の株主総会で選任された取締役で構成さ

れる取締役会により本プランの廃止の決議がなされた場合には、本プランはその時点で廃止されるものとします。

本プランにおいては、新株予約権無償割当てが実施されていない場合、株主の皆様に直接具体的な影響が生じる

ことはありません。他方、本プランが発動され、新株予約権無償割当てが実施された場合、株主の皆様が新株予約

権行使の手続きを行わないとその保有する株式が希釈化される場合があります。（ただし、当社が当社株式を対価

として新株予約権の取得を行った場合、株式の希釈化は生じません。）  
  

４．上記取り組みに対する当社取締役会の判断及びその理由 

上記２．に記載した基本方針の実現に資する特別な取り組みは、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上

に資する具体的方策であり、まさに当社の基本方針に沿うとともに、当社の株主共同の利益に資するものであり、

また、当社の経営陣の地位の維持を目的とするものではありません。 

また、本プランは、上記３．に記載のとおり、企業価値・株主共同の利益を確保・向上させる目的をもって導入

されたものであり、基本方針に沿うものです。特に、本プランは、株主意思を重視するものであること、その内容

として合理的な客観的発動要件が設定されていること、独立性の高い社外者によって構成される独立委員会が設置

されており、本プランの発動に際しては必ず独立委員会の判断または株主意思の確認を経ることが必要とされてい

ること、独立委員会は当社の費用で第三者専門家の助言を得ることができるとされていること、有効期間が３年間

と定められたうえ、株主総会または取締役会でいつでも廃止できるとされていることなどにより、その公正性・客

観性が担保されており、高度の合理性を有し、企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであって、当社の経

営陣の地位の維持を目的とするものではありません。  

  

(4）研究開発活動 

 当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は２億円であります。 

 なお、当第３四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。  

  

(5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因に変更はありません。

  

(6）経営者の問題認識と今後の方針について 

当第３四半期連結累計期間において、経営者の問題認識と今後の方針についての変更はありません。  
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

該当事項なし。  

  

該当事項なし。 

  

該当事項なし。 

  

  

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はない。 

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  60,000,000

計  60,000,000

種類 
第３四半期会計期間 
末現在発行数（株） 

（平成25年12月31日） 

提出日現在 
発行数（株） 

（平成26年２月７日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式  24,150,000 24,150,000
東京証券取引所 

（市場第二部） 
単元株式数は1,000株である。 

計  24,150,000 24,150,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金 
増減額 
（千円） 

資本準備金 
残高 

（千円） 

平成25年10月１日～  

平成25年12月31日 
 － 24,150,000 － 2,449,000  －  612,250

（６）【大株主の状況】
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 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日である平成25年９月30日の株主名簿による記載をしている。

①【発行済株式】 

（注）１ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式2,000株（議決権２個）が

含まれている。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には当社所有の自己保有株式57株が含まれている。 

  

②【自己株式等】 

  

該当事項なし。  

（７）【議決権の状況】

平成25年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式    818,000
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  23,239,000  23,239 － 

単元未満株式 普通株式    93,000 － － 

発行済株式総数  24,150,000 － － 

総株主の議決権 －  23,239 － 

平成25年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 
（株） 

他人名義 
所有株式数 
（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合

（％） 

（自己保有株式） 

株式会社ノザワ 
神戸市中央区浪花町15番地 818,000 －  818,000  3.38

計 － 818,000 －  818,000  3.38

２【役員の状況】
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１ 四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成している。 

  

２ 監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成25年10月１日から平

成25年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けている。 

   

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,131,079 3,271,333

受取手形及び売掛金 ※3  3,393,187 ※3  4,040,331

商品及び製品 404,730 492,859

原材料及び貯蔵品 119,449 140,732

未成工事支出金 77,161 560,549

その他 989,502 970,561

貸倒引当金 △36,674 △2,736

流動資産合計 8,078,435 9,473,630

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 2,345,602 2,257,227

機械装置及び運搬具（純額） 1,870,677 2,004,768

土地 7,284,080 6,473,766

建設仮勘定 32,063 24,437

その他（純額） 291,676 280,188

有形固定資産合計 11,824,099 11,040,388

無形固定資産 13,842 12,578

投資その他の資産   

投資有価証券 1,855,907 2,242,779

その他 1,036,162 953,997

貸倒引当金 △60,572 △84,793

投資その他の資産合計 2,831,497 3,111,983

固定資産合計 14,669,439 14,164,950

資産合計 22,747,875 23,638,580
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※3  2,337,634 ※3  3,141,165

短期借入金 1,700,000 1,455,000

未払法人税等 373,080 429,520

賞与引当金 231,000 129,500

その他 738,209 1,148,933

流動負債合計 5,379,924 6,304,119

固定負債   

長期借入金 3,500,000 2,815,000

再評価に係る繰延税金負債 1,995,317 1,707,038

退職給付引当金 1,484,074 1,592,972

資産除去債務 13,290 13,381

その他 566,174 537,471

固定負債合計 7,558,856 6,665,864

負債合計 12,938,781 12,969,983

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,449,000 2,449,000

資本剰余金 1,470,572 1,470,572

利益剰余金 1,652,777 2,632,188

自己株式 △47,028 △48,716

株主資本合計 5,525,321 6,503,044

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 302,774 492,248

土地再評価差額金 3,422,930 2,900,936

為替換算調整勘定 48,521 139,231

その他の包括利益累計額合計 3,774,226 3,532,417

少数株主持分 509,546 633,135

純資産合計 9,809,093 10,668,597

負債純資産合計 22,747,875 23,638,580
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年12月31日) 

売上高 13,084,490 14,854,617

売上原価 9,176,969 10,059,869

売上総利益 3,907,521 4,794,748

販売費及び一般管理費 3,048,609 3,126,339

営業利益 858,912 1,668,409

営業外収益   

受取利息 1,627 1,616

受取配当金 30,018 33,538

為替差益 － 83,000

貸倒引当金戻入額 － 937

その他 114,238 29,926

営業外収益合計 145,885 149,019

営業外費用   

支払利息 59,395 52,269

その他 127,081 74,026

営業外費用合計 186,477 126,295

経常利益 818,320 1,691,132

特別利益   

固定資産売却益 － 632

投資有価証券売却益 － 53,251

特別利益合計 － 53,883

特別損失   

固定資産除却損 24,298 16,881

投資有価証券評価損 14,480 －

減損損失 － ※1  810,000

特別損失合計 38,779 826,881

税金等調整前四半期純利益 779,541 918,135

法人税、住民税及び事業税 353,001 634,369

法人税等調整額 29,820 △306,245

法人税等合計 382,821 328,124

少数株主損益調整前四半期純利益 396,719 590,011

少数株主利益又は少数株主損失（△） △44,946 39,252

四半期純利益 441,665 550,759
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 396,719 590,011

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △65,161 189,474

土地再評価差額金 － △521,993

為替換算調整勘定 △3,432 175,046

その他の包括利益合計 △68,593 △157,472

四半期包括利益 328,125 432,538

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 374,727 308,950

少数株主に係る四半期包括利益 △46,601 123,588
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１  手形流動化に伴う裏書譲渡高 

   

２ 偶発債務 

平成19年10月１日付けで石綿健康障害による労災認定者であり当社の事業活動と直接因果関係が認められ

るものに対する補償制度を導入したことから、将来当該制度に基づき補償負担が発生する可能性がある。 

  

※３  四半期連結会計期間末日満期手形 

  四半期連結会計期間末日満期手形は手形交換日をもって決済処理している。なお、当第３四半期連結会計期

間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が、四半期連結会計期間末残

高に含まれている。 

  

   

※１ 減損損失 

前第３四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日）  

 該当事項はない。 

  

当第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日）  

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上している。  

  

（グルーピングの方法） 

 当社グループは、製品群別の資産グループをキャッシュ・フローを生み出す最小の単位としている。 

      

（経緯） 

 上記の資産は、土地の市場価格の著しい下落により、将来キャッシュ・フローが当該資産グループの帳

簿価額を下回るため減損損失を認識し、帳簿価額を回収可能価額まで減額した。 

     

（回収可能価額の算定方法） 

 使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを2.94％で割り引いて算定している。   

  

  

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第３四半期連

結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る減価償却費を含む。）は、次のとおりである。  

  

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

  
前連結会計年度 

（平成25年３月31日） 
当第３四半期連結会計期間 
（平成25年12月31日） 

受取手形裏書譲渡高 千円 2,503,973 千円 3,082,706

  
前連結会計年度 

（平成25年３月31日） 
当第３四半期連結会計期間 
（平成25年12月31日） 

受取手形  

支払手形 

千円 

 

23,786

29,936

千円 

 

5,095

46,460

（四半期連結損益計算書関係）

用途 場所 
減損損失  

 種類 
金額 

（千円） 

   事業用資産 
高砂工場 

 （兵庫県高砂市）
 土地  810,000

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前第３四半期連結累計期間 
（自  平成24年４月１日 
至  平成24年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自  平成25年４月１日 
至  平成25年12月31日） 

減価償却費 千円 321,450 千円 401,210
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前第３四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日） 

配当金支払額 

  

当第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日） 

配当金支払額 

  

  

 前第３四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日）  

  当社グループは、建築材料関連事業の単一の報告セグメントであるため、記載を省略している。  

  

  

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。 

 （注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。 

  

 該当事項なし。  

  

（株主資本等関係）

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年６月28日 

定時株主総会 
普通株式  46,675  2 平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年６月27日 

定時株主総会 
普通株式  93,341  4 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

（１株当たり情報）

  
前第３四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成25年４月１日 
至 平成25年12月31日） 

 １株当たり四半期純利益金額  円 銭 18 93 円 銭 23 60

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（千円）  441,665  550,759

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円）  441,665  550,759

普通株式の期中平均株式数（千株）  23,336  23,332

（重要な後発事象）
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 当社は、石綿関連疾患に関して、建設従事者とその遺族から、国に対しては国家賠償法に基づき、当社を含む建材

メーカー数十社に対しては不法行為責任及び製造物責任に基づき、札幌、京都、大阪、福岡の各地方裁判所及び東京

高等裁判所に総額181億23百万円の損害賠償請求を提起されている。  

  

２【その他】
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 該当事項はありません。 

   

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい
る株式会社ノザワの平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計
期間(平成25年10月１日から平成25年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間（平成25年４月１日か
ら平成25年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結
損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任  

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠
して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。 
  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結
財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し
て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我
が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比
べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 
  

監査人の結論  

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般
に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ノザワ及び連結子会社の
平成25年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正
に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  

利害関係  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。 

  

以 上 

  

   

  独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成26年２月７日

株式会社ノザワ 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 小  川  佳  男  ㊞

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 増  田     豊  ㊞

（注）１ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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【表紙】

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 近畿財務局長 

【提出日】 平成26年２月７日 

【会社名】 株式会社 ノザワ 

【英訳名】 NOZAWA  CORPORATION 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  野 澤 俊 也 

【最高財務責任者の役職氏名】 常務取締役管理本部長 三 原 伸 夫 

【本店の所在の場所】  神戸市中央区浪花町15番地  

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所  

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

  

株式会社ノザワ東京支店  

（東京都中央区新富一丁目18番１号（住友不動産京橋ビル）） 

  

株式会社ノザワ名古屋支店  

（名古屋市中区錦二丁目４番15号（ORE錦二丁目ビル）） 
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 当社代表取締役社長野澤俊也及び当社常務取締役管理本部長三原伸夫は、当社の第154期第３四半期（自 平成25

年10月１日 至 平成25年12月31日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されている

ことを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２【特記事項】
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